
４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合
中間報告

（参考資料）



放送サービスの高度化に関する検討会 1

＊座長：須藤修東京大学大学院情報学環長・教授。ＮＨＫ、民放キー局、衛星放送関係（ＷＯＷＯＷ、スカパーＪＳＡＴ）、受信機メーカー（ソニー、パナ

ソニック、東芝）、通信事業者（ＮＴＴ、ＫＤＤＩ）ほか関連業界団体、有識者、経済産業省（オブザーバ）が参加。

◆ ４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビ、ケーブルプラットフォームに関し、早期のサービス開始やその普及に向け、ロードマップを策定。
◆ 上記を実行するため、関係事業者等からなる推進体制を整備。

⇒ ● ４Ｋ・８Ｋ（スーパーハイビジョン）、スマートテレビを一体として放送開始を前倒し。幅広い産業分野に新市場を創出。

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

2013年 「オールジャパン」の推進組織整備

・24年度補正予算による、放送設備整備
2013年 ① 推進組織の業務開始

② スマートテレビ対応アプリ開始

2013年 「プラットフォーム事業者」立ち上げ

2014年 ： 124/128度ＣＳ及びケーブルテレビにおいて、４Ｋ、スマートテレビを一体として放送開始

2016年 124/128度CS、ケーブルに加え、

110度CSに放送を拡大。

４Ｋに加え、８Ｋも放送開始。

2015年 スマートテレビ対応のアプリを拡大
以降

2014年 ・2014年からIPリニア放送の試験放送
以降 を開始。

・プラットフォームの機能拡充や参加拡大
を目指す。2020年 124/128度CS、110度CS、ケーブル

に加え、ＢＳに放送を拡大。

*例：
・セカンドスクリーン連携アプリ
・ターゲット広告アプリ

○ 「放送サービスの高度化に関する検討会」（＊）において、世界最先端のＩＴインフラを生かした、高度な放送サービス、放送・通信連携
サービスの普及に向けて官民で取り組む目標について検討。（→ 2013年5月31日とりまとめ、6月11日公表）

ケーブルテレビ・プラットフォーム4K／8K（スーパーハイビジョン） スマートテレビ

《 現在の取組状況 》 （平成26年8月現在）

推
進
体
制

●「次世代放送推進フォーラム」(一般社団)
（NexTV フォーラム） （2013年5月設立）

（放送、メーカー、通信事業者等 60社）

・４Ｋ試験放送開始（2014年6月～）。

・８Ｋ試験放送の開始に向けた取組を実施中。

●ロードマップの進捗状況のフォローアップを

実施（2014年2月～）

●「次世代スマートテレビ推進センター」
（ＩＰＴＶフォーラム（一般社団）内に設置（2013年7月））

（放送、通信、メーカー、アプリ開発者等 75社）

・上記アプリの実現に必要な技術規格を公開。

・技術規格を遵守する事業者(放送局、アプリ開発者)

の登録業務を実施。

放送局は、登録されたアプリ開発者と契約した上で、

「放送番組関連情報」を開示。

●「新ｻｰﾋﾞｽ・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ推進特別委員会」
（日本CATV連盟（一般社団）内に設置（2013年9月））

・ケーブルテレビ業界全体のプラットフォーム発展に

向け検討・推進。

・IP-VOD、IPリニア放送に加え、ID連携、監視制御、

等の拡充を検討。



● 総務省ＩＣＴ成長戦略会議「放送サービスの高度化に関する検討会」においてロードマップを策定･公表（2013年6月））。

○ ２０１４年に「４Ｋ」、２０１６年には「８Ｋ」の試験的な放送を、衛星放送等において開始。

２０２０年には、「４Ｋ」、「８Ｋ」の放送が本格的に普及し、市販のテレビで視聴可能となることを目指す。

● ４Ｋ・８Ｋ放送の開始時期の前倒しと、スマートテレビと一体となった推進により、日本の強みであるテレビ製造事業

の活性化とグローバル市場における競争力の強化を図り、成長戦略につなげていくことを目指すとした。

４Ｋ・８Ｋ放送のロードマップ（「放送サービスの高度化に関する検討会」取りまとめ） 2



政府のＩＴ戦略上の位置づけ

１．革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現

（５） 次世代放送・通信サービスの実現による映像産業分野の新事業創出、国際競争力の強化

高精細・高臨場感な4K、8Kの放送サービスやデジタルサイネージ、放送番組とインターネットが本格的に連携したスマー

トテレビによるコンテンツ配信やアプリケーションの利用などの次世代の放送サービスを世界に先駆けて実現することによ

り、新たな市場の創出を図る。4K及びスマートテレビに対応した放送については2014年に、 8Kに対応した放送については

2016年に、衛星放送等における放送開始を目指す。

このため、放送に関わる事業者が目標やアクションプランを共有・実行するための体制整備や、実用化に必要な技術面・

制度面のルールの策定・公開、国際標準化及び技術検証などの環境整備を行い、コンテンツやアプリケーションの提供を

行う意欲を持つ者なら誰でも参加できる、新しいオープンなメディア空間を創造し、2020年には、市販のテレビで4K、8K放送

やスマートテレビに対応したサービスを受けられる環境を実現する。

さらに、これらの導入実績を踏まえ、我が国の次世代放送・通信サービスをパッケージ化し、国際展開を図る。

世界最先端IT 国家創造宣言 （平成26年6月24日 閣議決定（改定））

世界最先端ＩＴ国家創造宣言「工程表」（平成26 年6月24 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（改定））（利活用関係）

上記項目（１（５）について）

「4K・8K、スマートテレビ等高度な放送・通信連携サービス等の利活用」について、「健康・医療・介護、教育／国民のIT利活用の

促進、情報化による地域の活性化等」の各分野について「利活用方策の全国普及、及び海外展開を進める」ことが明記。
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（出典：電子情報技術産業協会（JEITA） 「民生用電子機器国内出荷統計」）
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＊37型以上の割合
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の台数
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（※統計上区分がないため仮置きの数値）

【国内テレビ出荷台数の推移】
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・ 50型以上の薄型テレビの販売台数における、４Ｋ対応テレビの

割合が2014年５月分で20.2％と初めて２割を超えた。

（薄型テレビ全体では約2.4％）

● テレビ受信機の日本国内市場は需要回復せず、 2013年の累計出荷台数538万台と依然厳しい状況。（2002年時の約6割）

● 一方で、大型化の進展や４Ｋ対応テレビの販売好調による平均単価の上昇等、回復の材料も見えつつある。

【４Ｋ対応テレビの販売状況（国内：月別）】

・ 液晶テレビの出荷台数全体における「37型以上」の割合は

「 2006年： 18.2 ％ 」 ⇒ 「 2013年： 36.9 ％ 」と進展。

（出典：「ＢＣＮランキング」 ）

538

テレビ受信機市場の状況 ～日本でも大型化の進展
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４Ｋ（対応）テレビの需要予測（グローバル・国内）

【４K（対応）テレビ需要動向（グローバル）】
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【参考：薄型テレビ需要動向（グローバル・国内）】

○ 薄型テレビ（フラットパネルテレビ）の世界需要は、2013年は2億1,610万台
（実績）。2018年には2億6,501万台と予測。

○ 国内市場は、2013年は低い水準にとどまったが、今後需要増加が期待。
2018年には804万台と、地デジ化特需前の水準近くまで回復すると予測。
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● 「４Ｋ（対応）テレビ」について、グローバル市場では、2013年には約98万台（実績）、2018年には約6,733万台と急速な普及を予測。

国内市場については、2013年には約27万台（実績）のところ、2018年には 518万台まで伸びると予測。

（一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）のデータより ）
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【 ４K（対応）テレビ／２Kテレビ需要予測（国内）】
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● 国内市場では、2017年には、４Ｋ（対応）テレビと２Ｋテレビの需要（出荷台数）が逆転し、2018年には４Ｋ化率が６割超と予測。

（グローバル市場においては2018年時点での４Ｋ化率は25％程度と予測。 ） （一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）資料より ）

（万台）

（出典：電子情報技術産業協会（JEITA） 「AV&IT機器世界需要動向 ～2018年までの世界需要展望～」より作成）

538 
605 

696 

766 
796  804 

27 
87 

173 
344 

457 
518 

511  518 

524 

422 

340 
286 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

2013 2014 2015 2016 2017 2018

４Ｋ（対応）テレビの需要予測（国内）

4Kテレビ

2Kテレビ

全 体



2  268 
1,141 

2,866 

6,302 

10,870 

16,025 

21,549 

27,149 

0.5% 2.2%
5.5%

12.2%

21.0%

30.9%

41.6%

52.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

4K(対応)テレビ稼働台数 4K(対応)テレビ世帯普及率

４Ｋ（対応）テレビの世帯普及率（試算）

Copyright (C) Mitsubishi 
Research Institute, Inc.

国内出荷（千台）4K(対応)テレビ国内稼働台数（千台） 4K(対応)テレビ世帯普及率（％） 4K(対応)テレビ出荷率（％）

2020年時点で世帯普及率は50％を超える。
※国内世帯数 51,842（千世帯）：総務省統計局
※世帯当たり平均所有台数は考慮せず。

出典：JEITA 「AV＆IT機器世界需要動向〜2018年までの展望」を基に2019年～2020年まではMRIが独自に外挿推計。

 4K（対応）テレビは2020年に約2700万台が普及し、国内の世帯普及率は50％を超える。
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（第６回ＷＧ 三菱総合研究所発表資料より）
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プロジェクター

カメラ

テレビ・タブレット・スマートフォン

8

○ ４Ｋ対応プロジェクター（業務用、民生用）は、ソニー、ＪＶＣケンウッド、ＮＥＣディスプレイソリューションズ等複数社から発売。

○ ４Ｋ対応テレビは、日本メーカー（東芝、ソニー、シャープ、パナソニック、日立、三菱電機（2014年10月発売予定））のほか、

中国・韓国等のメーカーからも販売中。

○ ４Ｋタブレット（２０型）はパナソニックから販売中。

○ スマートフォンについて、４Ｋ動画を撮影可能な機種がソニー、海外メーカー３社（中国１社、韓国２社）から販売中。

（いずれもディスプレイは４Ｋではないが、４Ｋ解像度の動画を撮影可能。）

４Ｋ対応機器の状況（例）

○ ４Ｋ対応カメラについて、業務用は、現在ソニー、ＪＶＣケンウッド、キヤノン等から販売中。

民生用は、ソニーが小型モデルを、パナソニックがミラーレス一眼カメラ（動画撮影可）及びウェアラブルカメラを販売中。

○ 映画の分野では４Ｋ制作が進んでおり対応機器（カメラ、業務用プロジェクタ等）やコンテンツの市場投入が活発化。

ゲーム機やネット上で視聴可能なコンテンツも、一部４Ｋ化が進展。

○ 日本を含む一部の国でしか４Ｋの放送は開始されていないが、４Ｋ対応ディスプレイの市場は立ち上がっている。

本年１月に開催された「International  CES（国際家電見本市：米国）」においても、４Ｋ対応テレビの展示が盛況。



Copyright (C) Mitsubishi 
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 超高精細映像技術のワールドワイドの潜在市場規模（例）は以下のとおりであり、テレビ・放送、広告等、医
療、設計・デザイン、防犯・監視、会議・プレゼン、映画、教育・学術などの分野への応用が期待される。

超高精細映像技術の市場予測（世界市場：直接効果）

4K8K
超高精細映像

技術

携帯・
テレビ
放 送

広告等

医 療

防犯・

監視

教育・

学術

・携帯電話端（スマートフォン、フィーチャーフォン）
・民生用テレビ
・放送関連機器（カメラ、編集、エンコーダ等）

・博物館・美術館

・医療用モニター
・内視鏡システム

・デジタルサイネージ
・屋外ディスプレイ向けLED

・セキュリティ（監視）カメラ
・産業エリアカメラセンサ

8兆1,300 億円

2兆 5,700 億円

8,300 億円

750 億円

会議

プレゼン

・テレビ会議システム／サービス
・業務用プロジェクター

8,200 億円

23兆700 億円

映 画

・デジタルシネマ
（プロジェクター、スクリーン）

・映画興行収入

2兆3,900 億円

設計・

デザイン

・ＣＡＤ、CAM、CG
（機械設計、自動車、工業デザイン等）

2 兆円

（第６回ＷＧ 三菱総合研究所発表資料より）
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 超高精細映像技術の国内における潜在市場規模（2020年前後の直接効果）は約4兆4000億円程度。

超高精細映像技術の市場動向（国内市場：直接効果）

4K8K
超高精細映像

技術

携帯・
テレビ
放 送

広告等

医 療

防犯・

監視

教育・

学術

・民生用テレビ
・放送関連機器（カメラ、編集、エンコーダ等）
・コンテンツ（衛星放送、VOD等）

・博物館・美術館

・医療用モニター
・次世代型内視鏡

・デジタルサイネージ
・屋外ディスプレイ向けLED

・セキュリティ（監視）カメラ
・画像録画装置

1兆500 億円

3,400 億円

700 億円

30 億円

会議

プレゼン

・テレビ会議システム 等
・テレビ会議多地点接続サービス
・ビデオ会議サービス

600 億円

1兆9,400 億円

映 画

ライブ

・デジタルシネマ
（プロジェクター、スクリーン）

・映画興行収入
・ライブ市場

6,200 億円

設計・

デザイン

・CAD/CAM/CAEシステム
（機械設計、自動車、工業デザイン等）

3,400億円

 産業連関表を用いて計算すると、超高精細映像技術の国内経済効果（直接効果＋間接効果）は約9兆円。
 2013年～2020年の国内経済効果は累計36兆円程度と推計される。

（第６回ＷＧ 三菱総合研究所発表資料より作成）
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3. 時間軸

(1) ４Ｋ及び８Ｋに関し、明確化が必要な事項の例

ロードマップの策定には （中略） 以下のような技術事項を決定していくことが必要となる。これらの技術事項については、衛星基幹放送における電
波の利用に関するものを中心に、2014年３月までに技術的条件として具体化した上で、同年６月までに、具体化された事項を前提として所要の技術
基準の整備を図ることとする。（後略）

① 映像符号化
② フレーム周波数
③ 音声符号化
④ 音声チャンネル数
⑤ 所要ビットレート

⑥ 変調方式
⑦ 帯域幅
⑧ 回線稼働率
⑨ 多重化方式
⑩ データ放送

⑪ ＣＡＳ
⑫ フレームフォーマット
⑬ クロマフォーマット
⑭ ビット長
⑮ 色域

○ 昨年5月、「超高精細度テレビジョン放送システムに関する技術的条件」について、情報通信審議会において審議開始

○ 同審議会の情報通信技術分科会・放送システム委員会（主査：東京理科大学 伊東教授）において、現行の放送方式との親和性や

国際標準化の動向等を考慮しつつ検討を行い、意見募集の結果等を踏まえ、本年3月に委員会報告をとりまとめ

○ これを受け、本年3月25日、情報通信審議会より「超高精細度テレビジョン放送システムに関する技術的条件」のうち「衛星基幹放

送及び衛星一般放送に関する技術的条件」について一部答申を受けた

技術的条件の策定 （情報通信審議会）

11

（参考） 放送サービスの高度化に関する検討会 検討結果（平成25年6月11日公表）より 【抜粋】

超高精細度テレビジョン放送システムに関する技術基準の整備

○ 上記の一部答申を踏まえ、総務省では、衛星放送における超高精細度テレビジョン放送の実施に必要な技術的条件について規定

を整備するため、関係する省令・告示の一部を改正する制度整備（案）を作成し、意見募集を実施

○ 意見募集の結果等を踏まえ、本年6月11日、関係省令の一部改正案について電波監理審議会に諮問し、同審議会より原案を適当

とする旨の答申を受けたところであり、これを踏まえ、本年7月3日、関係する省令・告示を一部改正

技術基準の整備 （電波監理審議会）



広帯域伝送 （34.5MHz帯域幅： BS放送、東経110度CS放送） → 「衛星基幹放送」

■ 4K/8K対応のため、新たな伝送路符号化方式を採用し、伝送容量を拡大 （現行BS：最大約52Mbps → 今回：約100Mbps）

① スペクトルの形状を矩形に近づける（ロールオフ率を0.03に低減する）ことで、一度に伝送可能な情報量（変調速度（シンボルレート））を高速化

② 新たな変調方式（16APSK※）を採用することで、電波に乗せる情報量（シンボルあたりの情報量）を拡大

※ 16APSK  (16-ary Amplitude and Phase Shift Keying)
振幅・位相の異なる16個の信号点配置で構成されるデジタル振幅位相変調方式

16APSKを使用することで、１トラポンで 8K 1ch または 4K 3chの伝送が可能（映像符号化にHEVCを使用）

（※ 電波の受信環境をより良くするために8PSKを使用した場合、伝送容量が最大約72Mbpsとなり、4K 2chの伝送が可能）

■ 映像フォーマットに4K（3840×2160）及び8K（7680×4320）を採用し、フレーム周波数や色域も拡大

システム 4320/P （8K） 2160/P （4K） 1080/P （2K） 1080/I （2K）

空間解像度 7680×4320 3840×2160 1920×1080

フレーム周波数 (Hz) 120, 119.88, 60, 59.94 60, 59.94 30, 29.97

フィールド周波数 (Hz) － － 60, 59.94

表色系 ITU-R勧告 BT.2020 ITU-R勧告 BT.709 従来色域

xvYCC（IEC 61966-2-4） 広色域

符号化信号形式 Y′C′BC′R（非定輝度） 4:2:0

符号化画素ビット数 10 10, 8

■ 映像符号化方式に、従来のMPEG-2やH.264(MPEG-4 AVC)に比べて高効率な符号化が可能なH.265(HEVC)※を採用

映像フォーマットの例 所要ビットレート

2160/60/P 30Mbps～40Mbps

4320/60/P 80Mbps～100Mbps

実証実験により、映像フォーマットごとに
現状で想定される所要ビットレートを確認

※ HEVC (High Efficiency Video Coding）

ITU-T勧告 H.265 (2013) 及び
MPEG-H HEVC (ISO/IEC 23008-2:2013)
として国際標準化

12（参考）主な技術的条件の概要 ①（情報通信審議会一部答申より）



○ 基本サービス用に、最大22.2chの高音質・高臨場感サービスを実現するMPEG-4 AACを導入 （AAC: Advanced Audio Coding）

○ ロスレス（原音からの劣化のない）高音質サービス用として、MPEG-4 ALSも導入 （ALS:  Audio Lossless Coding）

■ 音声符号化方式は、最大入力音声チャンネル数22.2チャンネルに対応

■ 多重化方式は、MMT・TLV方式※を基本としつつ、現行のMPEG-2 TS方式についても必要な追加規定を行う

○ MMT・TLV方式の採用により、より柔軟な放送・通信連携サービスの提供を実現

○ 現行のMPEG-2 TS方式に、HEVC対応等のための規定を追加

○ 現行の「MULTI2」に替わり、現行よりも長い128ビットの鍵長で、かつ、現行と同じブロック暗号である「AES」または「Camellia」から選択可能※

※ CRYPTREC電子政府推奨暗号リストに挙げられている方式のうち、鍵長128ビットのブロック暗号である上記２方式から選択

○ ソフトウェア更新等の安全性の維持・改善に係る具体的な対応策については、今後、民間規格として規定されることが適当

■ 限定受信方式は、スクランブル暗号アルゴリズムを新たな2方式から選択可能とする

狭帯域伝送 （27MHz帯域幅： 東経124/128度CS放送） → 「衛星一般放送」

■ 映像フォーマットに4Kを採用し、フレーム周波数や色域も拡大、映像符号化方式にはH.265（HEVC）を採用

○ 広帯域伝送との違いは、映像フォーマットを4Kまでとしている部分のみ

■ 音声符号化方式は、最大入力音声チャンネル数22.2チャンネルにも対応

○ 基本サービス用として、現行のMPEG-2 AACに加えて、広帯域伝送と同様、MPEG-4 AACを導入

○ ロスレス（原音からの劣化のない）高音質サービス用として、広帯域伝送と同様、MPEG-4 ALSも導入

■ 伝送路符号化方式、多重化方式、限定受信方式は、基本的に、現行方式のとおり

現行の8PSKで最大約45Mbpsの伝送容量があり、１トラポンで 4K 1ch の伝送が可能 （映像符号化にHEVCを使用）

※ MMT (MPEG Media Transport）, TLV (Type Length Value)

IPベースの多重化方式（TLVは可変長パケットの伝送が可能）

それぞれ、MPEG-H MMT (ISO/IEC 23008-1:2014) 、
ITU-R勧告 BT.1869 (2010) として国際標準化

13（参考）主な技術的条件の概要 ②（情報通信審議会一部答申より）



４Ｋ・８Ｋ等の放送・通信サービスの実用化に向けた予算措置

予算額 ３０．５億円

衛星を活用した４Ｋ・８Ｋ放送の技術検証のための

テストベッドを構築し、以下のような実証を行う。

① 次世代の圧縮方式（HEVC）等に対応した４Ｋ・８Ｋ放送の

放送運用規格の動作実証

② 放送制御対応のブラウザ（HTML5） に対応した

信号多重化方式等の動作実証 等

平成24年度補正

＜衛星放送
（BS・CS）＞

＜ケーブル網等＞

＜通信ネットワーク＞

予算額 １５．５億円

４Ｋ・８Ｋ等の放送・通信サービスの実用化を加速

するために必要な技術等の開発・実証を行う。

① ＢＳ放送等における４Ｋ・８Ｋ放送の実用化を加速するた

めテストベッドを拡充し、８Ｋ等の送受信技術、超高精細

表示技術、大容量放送コンテンツの伝送・編集・蓄積シ

ステム等の実証を行う。

② 新たな多重化方式による、４Ｋ・８Ｋ放送に対応した、高

度な放送・通信連携技術の開発及び実証を行う。

③ ＩＰ網上で、映像品質を確保しつつ、４Ｋ・８Ｋ等の大容量

伝送を実現するための技術・システムの実証を行う。

平成25年度補正

○ ４Ｋ・８Ｋ等の放送・通信サービスを早期に実用化するために必要な技術の実証等について、平成２４年度補正予算
及び平成２５年度補正予算により支援。
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４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビなど高度な放送サービスを「前倒し」で実現。
世界に先駆けて、視聴者の目に見える形で具体像を示し、需要喚起。普及を促進。

１．目 的

（敬称略）

２．業 務 ① ４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビなど、高度な放送の試行的な実施 ② 放送に必要な設備の整備、所要の技術規格の検討
③ 高度な放送に関する周知広報、国際的な情報発信

※略称：ＮｅｘＴＶ フォーラム
（Next Generation Television & Broadcasting  Promotion Forum）

スマートテレビに関する技術面・
ビジネス面の条件検討など

5．組 織3．沿 革 平成25年5月 2日 設立総会 （5月7日 登記）
6月17日 設立発表会

平成26年6月 2日 「Ｃｈａｎｎｅｌ ４Ｋ」開局

事業計画 立案、
事業全般 の管理・統括

社員総会 理事会 名誉会長

顧問事務局

コンテンツ委員会

次世代スマートテレビ
関連委員会

技術委員会

事業計画、事業実施の決定

技術検証・実証計画策定と実施、
システム設計、標準化対応

番組編成、コンテンツ制作、
番組調達、設備の貸出など

周知・広報活動、報道発表など周知広報委員会

運営委員会

4K/8K、スマートテレビ
利活用委員会

医療、教育、防災などの産業分野
（BtoB）における4K/8K、スマート
テレビの利活用推進方策の検討

4．構 成

【推進体制】一般社団法人 次世代放送推進フォーラム

名誉会長
内山田 竹志 日本経済団体連合会

産業技術委員長・情報通信委員長

理事長 須藤 修 東京大学大学院情報学環長・教授

顧 問
鈴木 陽一 東北大学電気通信研究所 教授
伊東 晋 東京理科大学理工学部教授
村井 純 慶應義塾大学環境情報学部長・教授

社員

<60>

理事社

*設立時
社員

<21>

日本放送協会、日本テレビ放送網、ＴＢＳテレビ、フジテレビ
ジョン、テレビ朝日、テレビ東京、スカパーＪＳＡＴ、ＷＯＷＯ
Ｗ、東北新社、ジュピターテレコム、ソニー、東芝、パナソニッ
ク、シャープ、日本電気、富士通、ＮＴＴ、ＫＤＤＩ、ソフトバ
ンクＢＢ、住友商事、電通

上記
以外
の
社員

<39>

アイ・オー・データ機器、アクトビラ、朝日放送、池上通信機、
IMAGICA、イマジネーションテクノロジーズ、営電、AFP 通信、
sMedio、ＮＴＴぷらら、関西テレビ放送、キヤノン、共信コミュ
ニケーションズ、ケイ・オプティコム、計測技術研究所、サムス
ン日本研究所、CBCテレビ、ジャパンケーブルキャスト、ス
ター・チャンネル、住友電気工業、デジオン、テレビ大阪、東京
現像所、名古屋テレビ放送、ナックイメージテクノロジー、日本
ケーブルテレビ連盟、日本デジタル配信、博報堂ＤＹメディア
パートナーズ、BOEジャパン、ピクセラ、日立国際電気、富士フ
イルム、プラットイーズ、放送衛星システム、毎日放送、三菱電
機、讀賣テレビ放送、ローデ・シュワルツ・ジャパン、ワール
ド･ハイビジョン･チャンネル
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番組名 制作担当 ジャンル ４K制作技術上の検証項目（例）

コンサート（ポール・マッカートニー）
スカパーJSAT 音楽

１０数台の４Ｋカメラによる大規模マルチ収録

コンサート（アリス） ４Ｋマルチカメラによるライブスイッチング、生伝送

ドラマＷ「チキンレース」 WOWOW ドラマ 陰影、ボケ味、色味等HDドラマとの映像表現の差異

観世流・薪能
NHK

芸能
自然・紀行

ナイトシーンでの暗部の再現性

富士山・水紀行 水中、極寒、空中等過酷な環境下での撮影の実証

プロ野球中継「巨人×ヤクルト戦」 日本テレビ放送網 スポーツ スポーツライブ中継、大人数の観客（広角）撮影

THE 世界遺産
TBSテレビ

自然
芸術

秘境ロケなどにおける番組制作フロー

熊川哲也バレエ 舞台照明、明暗の自然な再現、バレエの動き

ゴルフ フジサンケイクラシック フジテレビジョン スポーツ 富士山の雄大な景色とグリーンのディテール描写

フィギュアスケート/GPファイナル
テレビ朝日 スポーツ

スケートの技（ジャンプ、スピン、ステップ等）の映像

ワールドプレミアムスポーツ ゴルフ、水泳、格闘技等の迫力ある映像

大人の極上ゆるり旅 テレビ東京 自然・紀行 4K中にアップコンバートした2K混在、音響効果等

城と酒蔵
東北新社 自然・紀行等

歴史的建造物の細部の映像、酒の色や透明感等

将棋棋戦特別対局 独特の“空気感”の再現。棋譜等の細密さ

ラグビー関東大学対抗戦2013 ジュピターテレコム スポーツ フィールド競技をワイドな画面構成で撮影、等

次世代放送推進フォーラム ４Ｋ試験放送の番組（例） 16
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スカパーＪＳＡＴ
2012年10月 ・Ｊリーグスタジアム（鹿島、調布）において4Kカメラで撮影したサッカーの試合の映像を、衛星回線を利用してライブ伝送。

パブリックビューイング上映（お台場）。(符号化方式：H.264（MPEG-4 AVC））
2013年 3月

スカパーJSAT／
NTT東日本／
NTT西日本／NTT

2014年5月
・「フレッツ・テレビ」及び「スカパー！プレミアムサービス光」の商用ネットワークを用いて、既存のRF放送と4K映像（符号

化方式：H.265（HEVC）、60P）の同時伝送に関する技術検証を実施。

次世代放送推進
フォーラム
（NexTV-F）

2013年11月
・スカパーJSATと共同で、日本武道館で行われた音楽コンサートを4Kカメラで撮影し、衛星回線を使用してライブ伝送。

パブリックビューイング上映（お台場）。(符号化方式：H.264（MPEG-4 AVC）)

2013年12月 ・衛星放送と同様の環境を構築し、4K/60P映像のリアルタイム伝送（符号化方式：H.265（HEVC））の実験を実施。

ケイ・オプティコム 2013年10月
・大阪マラソンにおいて、4Kで撮影した映像を、リアルタイムでエンコード（符号化方式：H.265（HEVC））し、

光ファイバーネットワークを通じてケイ・オプティコムブースへIP伝送。パブリックビューイングを実施。

関西テレビ 2014年1月
・大阪国際女子マラソンにおいて、スタート地点（競技場）とゴール地点（関西テレビ本社）間での、非圧縮4K/60P映像の

高速ネットワーク伝送実験を実施。大型4Kスクリーンでパブリックビューイングも実施。

日本テレビ／
読売テレビ

2014年1月
・系列局間の番組配信や素材伝送に使用しているNTTコミュニケーションズの回線サービスを通じて、4K映像を伝送。

（符号化方式：H.264（MPEG-4 AVC）） 大阪マラソン、プロ野球巨人戦等を伝送。

NTTぷらら

2014年4月
・「ひかりTV」で、商用の光回線を通じた4KのVODトライアル配信を実施（NTT施設5、量販店7等、複数箇所で実施）。
（H.265/HEVC を採用、フレッツ光ネクスト上で約30Mbpsの通信速度で配信。STB通じて4K/60Pの映像を提供。）

2014年6月 ・「ひかりTV」で、商用の光回線を通じた4KのIP放送トライアルを実施（符号化方式：H.265（HEVC）、60P）。

情報通信研究機構
（NICT）

2014年5月
・インターネット衛星「きずな」（WINDS）において、多値変調信号の周波数多重化（16APSK-OFDM）により、世界最高速

3.2Gbpsの広帯域伝送及び世界初となる4K超高精細映像非圧縮伝送の実験を実施。

読売テレビ／
ＮＴＴ西日本

2014年7月
・阪神甲子園球場で開催されるプロ野球中継において、HEVCにより圧縮された映像を法人向けネットワークサービスを

通じて、リアルタイムで配信する4Kライブビューイングのトライアルを実施。

日本における取組状況（例）（伝送実験等）①

＜４Ｋ映像の伝送実験・ＶＯＤトライアル等＞



NHK、NTT 2014年6-7月
・NHKは2014 FIFA ワールドカップ ブラジルの8Kパブリックビューイングを国内4会場、ブラジル3会場で実施

（符号化方式：H.264(MPEG-4 AVC)）。
・NTTは国際共用IP網を用いたブラジル-日本間の8Kライブ映像伝送実験を実施。

NHK放送技術研究所

2012年 7月
・ロンドンオリンピックを８Ｋで撮影（ＢＢＣと共同）。パブリックビューイングを実施（日・英・米）。

（中継システムはNTTのグローバルＩＰ実験網。符号化方式：H.264(MPEG-4 AVC)）

2013年 2月 ・山梨のケーブルテレビ局「日本ネットワークサービス」と共同で、８Ｋの伝送実験を実施。

2014年 1月
・8K映像の長距離伝送実験（地上波）。実験試験局（熊本県人吉市）から、圧縮した８Ｋ映像を超多値変調

技術や偏波MIMO技術等を用いてUHF帯1チャンネルで送信し、約27km離れた地点における受信確認
実験を実施。

ＮＨＫ放送技術研究所、
ジュピターテレコム

2014年 5月
・NHK放送技術研究所が、J:COMのケーブルネットワークを経由した8K放送の伝送実験を実施。
・8K放送を、3つの異なる周波数チャンネルに分割して伝送し、受信側で3チャンネルの信号を復調して合成し・表

示。

KDDI、KDDI研究所、
ジュピターテレコム

2013年 2月
・フルＨＤ（２Ｋ）、４Ｋ、８Ｋの超高精細映像を高圧縮して、同時に伝送することが可能な映像圧縮符号化方式

（H.265（HEVC）の階層符号化方式）を開発し、CATV網を利用した伝送実験を実施。

情報通信研究機構
（NICT）

2014年 2月
・「さっぽろ雪まつり」において、８Ｋの非圧縮映像の超高速・長距離伝送実験及び４Ｋ圧縮映像の多地点間伝送を

実施。

18日本における取組状況（例）（伝送実験等）②

＜８Ｋ映像の伝送実験＞



4EVER コンソーシアム 等
（仏）

・フランステレビジョン（公共）、オレンジ（旧フランステレコム）、アテメ（エンコーダ）、ユーテルサット（衛星運用会社）等の
９の産・学が4Kの共同研究開発（制作、伝送）を実施中（2012年から３か年計画）。

・2013年6月の全仏オープンテニスで、4K中継放送、ストリーミング配信、パブリックビューイングを実施。
・ユーテルサットは2013年から4Kの試験チャンネルの提供を開始。2014年5月に4K試験放送を開局。

UHD フォーラム 等
（英）

・BBC（公共放送）とBSkyB（衛星放送）が中心となり、欧州の標準化団体や国内の放送局等と連携して、4K放送等
の互換性（サービス、ネットワーク、端末）に関する要件を検討。

・BSkyBは、4K放送の計画を進めており、2013年8月にサッカーの試合を4K画質で試験的に放送。

HISPA SAT （衛星放送）
（スペイン）

・2013年9月から欧州向け、2014年4月から北米・中米向けに4Kの試験放送を開始（数ヶ月内に南米カバー予定）。
番組はスペイン放送協会が提供。4K/25Pで、STBはなくＰＣで受信。2015年に商用サービス開始を予定。

SES （衛星放送）
（ルクセンブルク）

・2016年までに欧州で複数の4Kチャンネルを展開予定。

欧 州

KBS、MBC、SBS、EBS
（地上放送）

・地上波での4K放送について、2012年10～12月に第１弾（30P)、2013年5～10月に第２弾（60P）の実験を実施。
2014年3月～12月、第３弾の実験（符号化画素ビット数：8ビット→10ビット、SFNの試験等）を実施中。

・「2014年アジア競技大会（仁川）で4K実験、2018年平昌（ピョンチャン）冬季オリンピックで8K実験」との計画。
・4Kの地上波本放送開始時期を、当初予定の2016年から2015年12月に前倒す計画を各社が発表。

韓国ケーブルテレビ放送協会
ホームチョイス（ケーブルテレビ）

・2013年7月から、ケーブルテレビ放送協会が中心となり、MSO5社が参加し4Kの試験放送を実施。
・2014年4月から、CJハロービジョン、Tbroad、現代HCN、CMBの大手MSOが共同出資した「ホームチョイス」が、

4K専用ケーブルチャンネル「ユーマックス（U-MAX）」を開局。商用放送を開始。

KT Skylife （衛星放送） ・2013年8月に衛星で4K放送の実験を実施。2014年6月、試験放送開始。2014年12月より本放送を開始予定。

19諸外国の取組状況（放送、ネット配信）①

韓 国



米 国

DIRECTV （衛星放送） ・2014年内の4K VODサービス開始及び2015年ないし2016年初頭の4K放送サービス開始について発表。

COMCAST （ケーブルテレビ） ・CESにおいて、2014年内にHEVCを使用した4K対応次世代STBをリリース予定と発表。

その他放送事業者等 ・CBS、ESPN（ディズニー傘下スポーツチャンネル）等が、スポーツイベントで4K撮影等のトライアルを実施。

20諸外国の取組状況（放送、ネット配信）②

NETFLIX  （ネット配信） ・2014年4月から、4Kコンテンツのストリーミング配信を開始。

amazon （ネット配信）

・動画配信サービス「Instant Video」を提供しているAmazonも、関連業界と連携して4K対応を促進する方針を発表。
（オリジナル番組を4Kで撮影する旨の計画も提示）

・ サムスンのほか、ワーナー・ブラザーズ、ライオンズゲート、20世紀フォックス、ディスカバリー等との連携を発表。

大連天途有線

（ケーブルテレビ）
・2014年8月、中国初の4Kチャンネルの試験放送を開始、10月には正式放送に移行予定。

中 国

Tata Sky
（衛星放送）

・2015年第１四半期に4K放送開始予定。

インド



インターネット

番組

通信
（視聴者ごとの要求に応える）

Hybridcast受信機

受信機の
⾼機能化

現⾏放送サービスは
継続しながら導⼊

(コンパチビリティ担保)
(放送設備への影響最⼩)

携帯情報端末や
PCとの連携

サービス事業者

番組をベースとした
様々なサービスを実現

放送に連動・連携
したネットサービス

放送局以外の事業者も
連携サービス提供

ネット接続

放送局 デジタル放送
（⾼品質、同報配信、安定）

より高度な放送通信連携サービスの実現へ

スマートフォン・
タブレット
（個⼈別）

4K・8Kとの組合せ
でさらに⾼度化

4K・8Kの新たな
放送サービスでは
より⾼度な機能が

導⼊可能

デジタルテレビ
（⾼品質、⼤画⾯）

Hybridcastの基本概念

（第５回ＷＧ 発表資料より）
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ロードマップ上の取扱い ① 試験放送 ② 実用放送

＊「法」：放送法、「規則」：放送法施行規則

法
令
上
の
取
扱
い

衛星基幹放送

ハード
衛星基幹放送試験局

（電波法施行規則
4条1項20-12）

実用化試験局
（電波法施行規則

4条1項20-23）

衛星基幹放送局
（電波法施行規則

4条1項20-11）

ソフト

衛星試験放送（規則60条、別表5号）

認定基幹放送事業者（法2条21号）の衛星基幹放送事業者（規則2条2号）

衛星一般放送

ハード 電気通信事業者

ソフト
適用除外「試験研究」
（法176条、

規則214条1項2号）

登録一般放送事業者（法129条1項）のうち、
衛星一般放送（規則2条3号）を行う事業者

有線一般放送 ソフト
適用除外「試験研究」
（法176条、

規則214条1項2号）

登録一般放送事業者（法129条1項）のうち、
有線一般放送（規則2条4号）を行う事業者

BS
110度CS

124/128度CS等

ロードマップ上の「放送」の区分 22



衛星基幹放送 衛星一般放送

放送主体 認定基幹放送事業者 登録一般放送事業者

手続規定 放送法第９３条に基づく認定 放送法第１２６条に基づく登録

放送法における
主な規律

【認定要件】
・経理的基礎、技術的能力、マスメディア集中排除原則、

外国性の排除、技術基準（安全・信頼性基準） 等
【主な規律】
・番組規律（公序良俗、番審の設置等）
・有料放送の料金約款の届出

【登録要件】
・欠格事由にあたらないこと、技術的能力
・技術基準（安全・信頼性基準） 等
【主な規律】
・番組規律（公序良俗、番審の設置等）

ハード事業者
電波法に基づき、衛星基幹放送局の免許を受けた
基幹放送局提供事業者

電気通信事業法に基づく登録を受けた電気通信事業者

衛星放送に関する制度と各伝送路の現状

東経110度ＣＳ放送ＢＳ放送 東経124/128度ＣＳ放送➊
➋

➌

種類 ➊ ＢＳ放送（東経１１０度） ➋ 東経１１０度ＣＳ放送 ➌ 東経１２４／１２８度ＣＳ放送

特性 【基幹放送】
三波共用受信機（地上・BS・110度CS）・共用アンテナにより、より多くの視聴者が簡便に視聴可能

【一般放送】
・視聴には、専用受信機・アンテナが必要

番組数
（H26.8.1）

ＨＤ ２８番組 ＳＤ １番組 ＨＤ ２１番組 ＳＤ ３３番組 ＨＤ １１６番組 ＳＤ ４３番組

普及状況
（H26.7月末）

ＮＨＫ-ＢＳ契約件数 1,853万件（H26.6月末）
ＷＯＷＯＷ加入者数 264万件

スカパー！サービス
加入者数 207万件

スカパー！プレミアムサービス
加入者数 129万件
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「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合」 開催要綱 
 

 

１ 目 的 

超高精細な映像技術（４Ｋ・８Ｋ）を活用した放送を早期に実現し、新たなコンテ

ンツとサービスの創出や関連産業の国際競争力の強化を図るため、平成２５年６月、

「放送サービスの高度化に関する検討会」（座長：須藤 修東京大学大学院教授、平成

２４年１１月～平成２５年６月）において、４Ｋ・８Ｋの推進に関するロードマップ

を策定・公表した。 

今般、策定以降の状況変化を踏まえて、同ロードマップの更なる具体化、加速化及

び課題解決のための具体的方策の検討を進めることにより、４Ｋ・８Ｋのサービスの

早期普及を図る。 

（※４Ｋは現行ハイビジョンの４倍、８Ｋは同じく１６倍の画素数をもつ超高精細な映像の規格。） 

 

２ 名 称 

  本会合は、「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合」と称する。 

 

３ 検討事項 

４Ｋ・８Ｋに係る放送等のサービスや受信機器の実用化・普及に関する以下の事項 

（１）ロードマップに沿った、関係者の取組の進捗状況把握 

（２）ロードマップ上の各目標年の取組の具体化、加速化 

（３）ロードマップに示された目標実現に際しての課題の把握、及び課題解決のための 

具体的方策 等 

 

４ 構成及び運営 

（１）本会合の構成員、顧問及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。 

（２）本会合には座長を置く。座長は本会合の構成員の互選により定める。 

（３）座長は、本会合を招集し、主宰する。 

（４）本会合の構成員は、やむを得ない事情により会に出席できない場合において、代

理の者を指名し、出席させることができる。 

（５）座長は、必要に応じ、構成員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

（６）座長は、必要に応じ、ワーキンググループを開催することができる。ワーキング

グループの主査は、座長が指名する。 

（７）顧問は、本会合に必要に応じ助言を行う。 

（８）その他、会合の運営に必要な事項は、座長が定める。  

 

５ 開催期間 

平成２６年２月から開催し、同年６月頃までを目途として、一定のとりまとめを行

う予定とする。その後も状況の変化等を踏まえ、適時開催するものとする。 

 

６ その他 

本会合の庶務は、情報流通行政局衛星・地域放送課及び放送技術課が関係課の協力

を得てこれを行う。 



４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合 構成員 

〔座長〕                                     （敬称略・五十音順） 

伊東 晋 東京理科大学 理工学部 教授 
 

〔構成員〕 

井川 泉 株式会社ＴＢＳテレビ 執行役員（メディア担当） 

石澤 顕 日本テレビ放送網株式会社 取締役 執行役員 

日本テレビホールディングス株式会社 取締役 

一本 哉 日本テレビ放送網株式会社 執行役員 技術統括局長 

伊藤 正輝 三菱電機株式会社 京都製作所 主管技師長 

宇佐見 正士 ＫＤＤＩ株式会社 理事 技術統括本部 技術開発本部 本部長 

大多 亮 株式会社フジテレビジョン 常務取締役 

岡 秀幸 パナソニック株式会社 ＡＶＣネットワークス社 常務・ＣＴＯ 

川口 忠久 株式会社テレビ朝日 取締役 技術局長 

川添 雄彦 日本電信電話株式会社 NTT サービスエボリューション研究所 所長 

島田 啓一郎 ソニー株式会社 業務執行役員 ＳＶＰ 

関 祥行 株式会社フジテレビジョン 常任顧問 

園田 義忠 一般社団法人衛星放送協会 専務理事 

田口 和博 株式会社ジュピターテレコム 上席執行役員 事業戦略部門 副部門長 

種谷 元隆 シャープ株式会社 執行役員 研究開発本部長 

仁藤 雅夫 スカパーＪＳＡＴ株式会社 取締役 執行役員 副社長 

橋本 元 株式会社ＷＯＷＯＷ 常務取締役 

浜田 泰人 日本放送協会 理事・技師長 

春口 篤 日本放送協会 技術局長 

平林 洋志 株式会社放送衛星システム 総合企画室長 

藤沢 秀一 一般財団法人ＮＨＫエンジニアリングシステム 研究主幹 

藤ノ木 正哉 株式会社テレビ朝日 常務取締役 

堀木 卓也 一般社団法人日本民間放送連盟 企画部長 

本間 康文 株式会社ＴＢＳテレビ メディア戦略室長  

松下 弘幸 株式会社テレビ東京 取締役 

松本 正幸 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 専務理事 

三宅 誠一 株式会社テレビ東京 専務取締役 

株式会社テレビ東京ホールディングス 専務取締役 

元橋 圭哉 一般社団法人次世代放送推進フォーラム 事務局長 

安木 成次郎 東芝ライフスタイル株式会社 常務取締役 統括技師長 

吉沢 章 日本放送協会 メディア企画室長 
 

〔顧問（「放送サービスの高度化に関する検討会」座長及び座長代理）〕                      

須藤 修 東京大学大学院情報学環長・学際情報学府長・教授 

鈴木 陽一 東北大学情報シナジー機構長・電気通信研究所教授 
 

〔オブザーバー〕                                    

江澤 正名 経済産業省 商務情報政策局 環境リサイクル室長・情報家電戦略室長 

〔平成 26 年 8 月 29 日現在〕 

 



※ 過去の構成員 

                       （敬称略・五十音順・役職は当時のもの） 

久保田 啓一 日本放送協会 理事・技師長 第１回及び第２回 

浜崎 浩丈 株式会社放送衛星システム  

執行役員 総合企画室長 

第１回から第３回まで 

山口 真 株式会社フジテレビジョン  

編成制作局編成担当局長 

第１回から第３回まで 

 



  

 
「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップＷＧ」 開催要綱 

 
 
 
１ 目 的 

 「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合」（以下、「親会合」という。）

における検討事項について、より専門的、技術的な観点から検討を行う。 
 
２ 名 称 
  「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップＷＧ」と称する。 
 
３ 検討事項 

４Ｋ・８Ｋに係る放送等のサービスや受信機器の実用化・普及に関する以下の事項 
（１）ロードマップに沿った、関係者の取組の進捗状況把握 
（２）ロードマップ上の各目標年の取組の具体化、加速化 
（３）ロードマップに示された目標実現に際しての課題の把握及び課題解決のための 
   具体的方策 等 

 
４ 構成及び運営 
（１）本ワーキンググループの主査及び構成員は、親会合座長が指名する。 
（２）本ワーキンググループの構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。 
（３）主査は本ワーキンググループを招集し、主宰する。 
（４）構成員は、やむを得ない事情により会に出席できない場合において、代理の者 

を指名し、出席させることができる。 
（５）主査は、必要に応じ、構成員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。 
（６）その他、本ワーキンググループの運営に必要な事項は、主査が定める。 

 
５ 会議の公開 

本ワーキンググループにおいては、構成員の所属組織において非公開とされる情報

をもとに検討を行う必要もあることから、会議及び配付資料については原則非公開と

し、公表に適する事項については、適宜親会合に報告することで公表にかえることと

する。 
 

６ その他 
本会合の庶務は、情報流通行政局衛星・地域放送課及び放送技術課が関係課の協力

を得てこれを行う。 
 

 



４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップＷＧ 構成員 
（敬称略・五十音順） 

〔主査〕 

藤沢 秀一 日本放送協会 放送技術研究所付 

 

〔構成員〕 

相子 宏之 株式会社ＴＢＳテレビ メディア戦略室 メディア戦略部長 

阿久津明人 日本電信電話株式会社 サービスエボリューション研究所 主席研究員 

石田 淳人 株式会社テレビ東京 メディア戦略室 部長  

上園 一知 株式会社ジュピターテレコム 技術部門 端末技術部 マネージャー 

鵜飼 徹 一般社団法人衛星放送協会 技術委員会 副委員長 

株式会社東北新社 放送本部 メディア事業部 技術部長 

浦野 丈治 日本テレビ放送網株式会社 技術統括局 技術開発部専門部長 

大高 信之 株式会社ＷＯＷＯＷ 経営戦略局 局長 

奥永 孝仁 スカパーＪＳＡＴ株式会社 経営企画部 部長代行 

黒田 徹 日本放送協会 放送技術研究所 所長 

桑田 靖 株式会社フジテレビジョン 編成制作局 編成情報センター室長 

柴垣 圭吾 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 企画部長 

関口 潔 シャープ株式会社 研究開発本部 副本部長兼通信・映像技術研究所長 

高田 仁 一般社団法人日本民間放送連盟 企画部主幹 

高橋 俊也 パナソニック株式会社 ＡＶＣネットワークス社 技術本部 技監 

高橋 幸雄 シャープ株式会社 デジタル情報家電事業本部 AV システム開発センター副所長 

高室 孝章 株式会社テレビ朝日 編成制作局 総合戦略部 

田口 和博 株式会社ジュピターテレコム 上席執行役員 事業戦略部門 副部門長 

田島 慶一 スカパーＪＳＡＴ株式会社 技術運用本部 システム技術部 部長代行 

千葉 芳之 ソニー株式会社 R&D ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ情報技術開発部門標準技術開発 2 部 統括部長 

中田 仁也 一般社団法人次世代放送推進フォーラム 事務局 

中原 俊二 日本放送協会 技術局 計画部 専任部長 

中村 高雄 日本電信電話株式会社 メディアインテリジェンス研究所主幹研究員 

西岡 均 日本テレビ放送網株式会社 メディア戦略担当副部長 

沼尻 好正 一般社団法人電子情報技術産業協会 ＣＥ部会 受信システム事業委員会 委員長 

日本アンテナ株式会社 情報機器営業部 副部長 

野中 康行 東芝ライフスタイル株式会社 設計センター長附 

橋本 勝憲 ソニー株式会社 R&D ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ情報技術開発部門標準技術開発 1 部 DN 専任部長 

畠山 和久 株式会社放送衛星システム 総合企画室 担当部長 



 

廣田 敦志 

 

株式会社東芝 ﾊﾟｰｿﾅﾙ＆ｸﾗｲｱﾝﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ社 ｵｰﾃﾞｨｵ＆ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ技術開発部 参事 

藤田 和義 株式会社テレビ朝日 技術局技術統括部技術戦略担当部長 

三木 圭輔 株式会社ＴＢＳテレビ メディア戦略室ＪＮＮ技術統括部 

宮地 悟史 ＫＤＤＩ株式会社 新規事業統括本部 メディア・ＣＡＴＶ推進本部 

メディアプロダクト技術部 技術開発Ｇグループリーダー 

山下 環 株式会社テレビ東京 技術局技術開発部長 

山田 悦久 三菱電機株式会社 情報技術総合研究所 主席技師長 

山根 法久 株式会社フジテレビジョン 総合開発局 総合企画室部長 

吉浦 司 パナソニック株式会社 ＡＶＣネットワークス社  

技術本部 ＡＶＣＣＴＯ室 主幹技師 

 

 

〔オブザーバ〕 

松田 剛 経済産業省 商務情報政策局 情報通信機器課 課長補佐   

 

〔平成 26 年 6 月 20 日現在〕 

 

 

※ 過去の構成員 
                       （敬称略・五十音順・役職は当時のもの） 

石川 理 株式会社テレビ朝日 コンテンツビジネス局 

コンテンツビジネス戦略部 課長 

第１回から第４回まで 

今泉 浩幸 一般社団法人次世代放送推進フォーラム 事務局 第１回から第５回まで 

中東 秀人 パナソニック株式会社 ＡＶＣネットワークス社  

技術統括センター 技術戦略グループ  

グループマネージャー 

第１回 

浜崎 浩丈 株式会社放送衛星システム 執行役員 総合企画室長 第１回から第５回まで 

渡邉 修三 日本テレビ放送網株式会社 メディア戦略局  

メディア戦略部長 

第１回から第４回まで 

 



 
 

 

４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合及び 

４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップＷＧの開催状況 

 

 

■第１回会合  平成 26 年 2 月 26 日（水） 

  ○開催要綱及び議事の取扱い 

  ○本会合の進め方等 

  ○取組状況等の共有 

  ○意見交換 

 

□第１回ＷＧ  平成 26 年 3 月 13 日（木） 

  ○開催要綱 

  ○ＷＧにおける検討課題 

  ○衛星放送の伝送路の現状と将来の見込み 

  ○受信環境の問題 

 

□第２回ＷＧ  平成 26 年 3 月 26 日（水） 

  ○４Ｋ・８Ｋコンテンツ政策に関する課題 

  ○４Ｋ・８Ｋ市場の動向 

  ○放送市場の動向 

 

□第３回ＷＧ  平成 26 年 4 月 18 日（金） 

  ○４Ｋのトライアル 

  ○左旋の受信環境に関する検討状況 

  ○親会への検討状況報告 

 

 

■第２回会合  平成 26 年 4 月 23 日（水） 

  ○４Ｋの試験的放送等 

  ○ＷＧにおける検討状況 

 

□第４回ＷＧ  平成 26 年 5 月 20 日（火） 

  ○ロードマップに関する検討 

  ○４Ｋ・８Ｋの市場  



 
 

□第５回ＷＧ  平成 26 年 6 月 4 日（水） 

  ○ロードマップに関する検討 

 

□第６回ＷＧ  平成 26 年 6 月 16 日（月） 

  ○ロードマップに関する検討 

 

□第７回ＷＧ  平成 26 年 6 月 20 日（金） 

  ○ロードマップに関する検討 

 

■第３回会合  平成 26 年 6 月 25 日（水） （非公開） 

  ○ＷＧにおける検討状況報告 

 

■第４回会合  平成 26 年 8 月 29 日（金） 

  ○４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合  

中間報告（案） 

 


